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トヨタ自工の工場展開

一一1960年代トヨタの多銘柄多仕様量産機構(1)一一

塩 地 洋

I 序

1.問題

1960年代に目本自動車工業において寡占体制が確立きわしたことは周知の事実

である刊第1図にみられるように， 60年代前半は後発企業の新規参入が相次

いだため， トヨタ， 日産の上位2企業のシェアは急激に縮小したが， 60年代の

なかばから70年代前半にかけては上位2企業のシェアは着実に拡大L，寡占支

配力を強めた。他方，下位企業は一部を除くと V ェアを縮少させ，収益状態を

悪化させる中で業界再編成の渦の中にまきこまれた。つまり， 方では，日産

=プリン月の合併 (65年 5月)， トヨタ二日野 (66年10月)やトヨタ=ダイハ

ツ (67年11月〕の業務提携など，上位2企業を中心とする国内企業間での再編

が進み.日産グループ(日産， 日産ディーゼノレ，富士重工〕およびトヨタグル

ープ(トヨタ， 日野，ダイハツ〉が形成された。このようなグループ化にまき

こまれた日野，ダイハツなどはそれぞれ大型トラック・パス部門町軽四輪部門

への特化を余儀なくされた。他方 トヨター日産を中心とする再編に応じなか

った企業は，三菱=クライ λ ヲー (69年 5月〉などり提主寄りように，アメリカ

のピッグ・九日ーとの資本提携によって上位企業との対抗をはからざるをえな

くなヮたのである。これらの業界再編成はトヨタ， 日産の寡占支配力の増大の

1) 日本自動車工業における寡占体訓の確立崎期およびその指標に関しては，多ぐの論亙がなされ
ている。それらり研究史上町整理は，氷川崎「寡占体制戚立の検討一一自動車産業を中心にして
一一Jr専悼経新学論柴ヨ第17巻第l号， 1982年10月を参照。
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出所) 1966年以前は，自動車工業会『自動車工業資料月報J，

1967年以後は，日本自動車工業会『自動車統計月報』。

反映であったというべきであろう 230

そこで次のような問題をたてることが可能である。第1に，当該期の企業問

競争を底流において規定したー上位・下位企業聞の生産機構上の格差はいった

いどのような形態・内容をもってあらわれていたのか〈構造的分析〕という問

題である。佐久間昭光氏"'によると， 70年代前半の時点では日本の自動車製造

企業を次の四つの「戦略グループ」へ区分することが可能であるとしている。

それは、 Aグループ(トヨ夕、 日産). Bグノレープ〈東洋工業，三三菱，本田)，

Cグループ〈鈴木， ¥， 、すど)， DYノレープ〈ダイハア， 日野， 富士重工， 日産

ディーゼル〉である。そし亡企業がこの戦略グループ聞を自由に移動すること

2) 詳しくは，橋本輝彦「わが国自動車工業の動態分析一一昭和40年代に焦点をあてt一一JW立
命館経営学』第15巻第1号， 1976年5月。

3) 佐久間昭光「日本の自動車産業におげる移動障壁JIピジネスレピュー』第四巻第2号I 1981 
年9月。
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を阻止する参入障壁を，ケイプス=ポ タ に従って， r移動障壁 (barrierto 

mobility)J と呼ひ，それは規模の経済性，製品差別化の程度などによって形

成されるとしている。本摘は，日本自動車士業におけるこの「移動障壁」を生

産機構の側面から明らかにすることを第1の目的と Lている。第2には， 60年

代において上位企業が，量産化およびフノレライン化を進展させ，主主占体制を確

立させていった過程c，その生産機構はどのような酉期的変化を示したのか

〔歴史的分析〕とし、う問題である。塩見治人民"によると， アメリプJ自動車工

業では1910年代から20年代において，量産化および製品差別化が進展L，寡占

体制〈いわゆる日ッグ・スリー休制〕が確立する過程において自動車製造企業

(ピッグ・スリー)の生産機構は， (1)地域集中型一「場結合体の形成， (2)地域拡

散型工場結合体の形成， (3)地域集中型工場結合体(および地域拡散型工場結合

体〉の複数累積雪の三段陪の発展を示したとしている〔後掲第7表参照〉。本

稿では， 日本での寡占体制J成立期にお什る上位企業(トヨタ， 日産〉の生産機

構の歴史的段階区分を明らかにすることを第2の目的としている。

2，従来の研究

これまでの研究では当該期の企業間格差の形成要因については， (1)量産規模

格差〔規模の経済性の視角)"'， (2)販売政策としてのフノレライン政策の展開力

格差ベ (3清日品製造企業の育成・系列化での格差7L などとして解明されてき

たへしかLながら，生産機構それ自体の分析については設備投資額や新鋭機

械の導入時期などり分析にとどまっており，以下2点に示す， 60年代の上位2

4) 塩見治人『現代大量生産体制論JJ1978年。
5) 岡田賢一「自動車工業における企業生証規模の怪済性」越後和典編『規模の経済性J]196S年，
他参照。
6) 阿部貞雄「自動車工業における寡占体制」中村元一郎他綱「日本産業と寡占体制Jl1966年，他
参照。
7) 奥村宏f由『現代の産業 自動車産業11965年，他参照。自動車工業においては部品製造企業が
占める位置は大き<，企業間競争の主要な要因のひとつであることはいうまでもない。しかし本
稿ではこの要因は取り扱わない。今桂わ課題としたい。
め これらの諾要因が，前述の「移動障壁 1を形成する詰要因となるの
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企業における生産機構上の画期的転換を十分に把揮しえてこなかった。

まず第1に，フルライン・プロダクションを実現する機構(本稿では多銘柄

量産機構と呼ぶ〉それ自体の史的分析である。この点で見婚としてはなりない

のは，フノレライン化実現のために上位企業の生産機構は60年代に著しい発展を

とげたという事実である。すなわち， 50年代末ま Eは，本社プラント引が基本

的に唯一の生産拠点であったが， 60年代には lヨタは元町プラ Yト (59年 8月

操業開始)Y， 日産は追浜プラ Yト (61年10月操業開始〉を皮切りに続々と新

プヲ γ ト・新工場を建設し，その結果，地域的には拡散しつつも生産工程ト有

機的な統一体を形成する複数プラソトによる一貫生産機構が日本自動車工業に

おいて初めて出現したのである。すなわも 60年代に上位企業は，単一プラン

:↓:: J:: Q二量4金改櫓から金主主テラι;I~ii二貢壬産括主権へと発展をとげた
といえるのである。そしてこのように発展した生産機構をひとつの基礎(他の

ひとつの基礎は委託生産による補完級構〕として，初めてフノレライン・プロタ

クジョンを実現する多銘柄量産機構の確立が可能となったのである。他方，大

型トラック・パスや軽四輪部門への特化を余儀なくされた下位企業の大半は，

70年時点においても単一プラン}による一貫生産機構の段階にとどまらざるを

えなかった。従来の研究では，この多銘柄量産機構が産み出した諾成果である

量産規模拡大(生産台数増〉や製品差別化(フノレライン化〉に関しては分析が

なされてきたものの，この成果を産み出しえた生産機構それ自体の分析の点、で

は十分な研究がなされてきたとはいえなし、。たしかに自動車ム業の生産機構に

ついての俳究は数多く蓄積されてきているが，それらの大半は個々の機械・装

置の技術革新とそれによる量産住の増大に関するもの川に限られており 1 フノレ

9) 実際には， r本社工場J(トヨタ)， r横浜工場J(日産〉と呼称されている。l.-lI'し同じ「工
場」という用語で呼ぼれながらも次元町呉なる実体を次のように使し分ける。すなわち，佃別。
建屋を指す場合に用いられる工場〔例えば鋳造工場〉を「工場」もしくは「ショップ」とu子び，
このショップの地眼的集合体である上暢〈例えば元町工場}を「プラント」と呼ぶζ ととする。
このショップ (shop)，プラント (plant)の用語はトヲタ自工発行のハンフレットでの使用法に
基づいている。
10) ζの課題に関する研究は数多いがj さしあたり，小平勝美『自動車~ 1968年』参照。
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ライン化を実現するうえでその生産機構の全体的枠組がいかに変化したのか，

という視角からの史的分析は蓄積が少ない。とりわけ，わが国においてフルラ

イン化実現のための不可欠の補完機構であった委託生産の実態，機能に関する

史的分析は皆無である。

第2には，コンピュータによる生産管理や受注・生産計画システムの変草な

どを基礎として， γイドセレク γ ョγ化'"および「受注」生産化を実現する機

構〈多仕様量産機構と呼ぶ〉の史的分析である。周知のように， 65年にグヲウ

γ 〈トヨタ〉にわが国で初めてワイドセレクジョ γが導入され，その後， 70年

には数百万ものパリヱ-Va":/を有するセリカ f同〉が発売されるなど， 60年

代後半ばワイ lごセ vクケョ Y化が急進展した時期であるυ このワイドセレグ ν

ョン化は生産管理システム全般の画期的変革の所産に他ならなかった。すなわ

ち.工程問，工場開.企業(組立一部品企業〕間，生産現場一本社ー販売庖間

がコ γ ピュータでオンライン・リアノレタイム・コントロールされることによっ

て 1本の組立ラインで数百万種の車の生産が可能となったのである。と同時

に，ワイドセレク γ ョY化に伴って，受注・生産計画システムも変革され，そ

の結果1 数百万種にも多仕様化された注文をユーザ←から受け、その受注を敏

速に生産ラインへ流し込み，平均10日という短期間でユーザーに納車するとい

うシステム，すなわち多仕様量産機構が確立されたのである。そしてこの機構

の確立過程は歴史的にみれば，フォード・シλテムに代表される1950年代以前

の少仕様・大量・見込生産方式が，多仕様・大量・「受注」生産方式へと転換

してしぺ過程としても位置づけられるのである山。しかLながら， この多仕

様・大量・「受注」生産を実視するシステムである多仕様量産機構の確立過程

についての史的分析も蓄積が少ないのである。

以上の 2点において指摘した上位企業の生産燦構上田変化は，従来あまり注

11) ひとつ白銘何の中に多様な，ある場合にほ数百万種におよぶ仕様(パリエーンョン)が存在す
ることをいう。異なるポデ ，エンジン， ミッシ言ン等の要素り組み合わせからなっている。
12) この点に関して詳し〈ば，読本和一『現代巨大企業と独占111978年， 159ー179ページ参照u
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目されてこなかった事実であるが， 60年代日本自動車工業の史的展開を明らか

にするうえでは見落とすことができない分析課題であるといえよう。したがっ

て本稿の課題は，多銘柄量産機構および多佐様量産機構の確立過程，総じて多

銘柄多仕様量産機構の確立過程という分析視角から60年代日本自動車工業の上

位企業の生産機構の史的展開を明らかにし，日本自動車工業史研究の豊富化を

はかることにある山。そしてこの作業を通じて60年代後半期に確立された寡占

体制の生産機構トの基礎孝明らかにしようとするものである山口

分析対象としてはトヨタをとりあげる。なぜならトヨタは60年代に量産規模，

フルライン化，ワイドセレクション化のいずれの点においてもわが国のトップ

第 1表 トヨタの全銘柄 (l~'/O年〉

一丞
銘

用 車 | トヲヅグ・パス
日 l 民自年 l 的 同 l 止吉居

ク フ ウ ン 1~55年 トヨタトラッグ 1938年

コ ロ ナ 57 スタ ウ ト 47 

，<ブり カ 61 ラY ドクルーザー 51 

カ ロ ーラ 66 トヨエース 54 

センチ~リー 67 ダ イ ナ 56 

トヨタ2000GT 67 コースター 63 

マー グ 耳 68 ハイエース 67 

スプリンター 68 ミニエース 67 

カ り ーナ 70 J、イラックス 67 

ぺz リ カ 70 ~ 、『 ごーー J占， - 67 

マッシーダイナ 69 

ライトエース 70 

出所〉 トヨタ自動車販売『モータリゼーシ豆ンとともにJ1970年，同『世
界への歩みJl198C年，よ b作成。

13) 以下，，*稿で生産機描の分析という場合l 工場内部の機械装置編成，皆同力編成寺はとりあ
えず捨象し，工場展開町史的分析に限定してし品。

14) この分析視角は，寡占体制成立の基礎をなす現代大量生産体制それ自体の実態 史的形成過程
を具体的に分析してい〈視角であり，その茸味で， I生産の集積」の自動車工業での具体的形態
を解明しようとするも町である。 このような「生産の集積」の視角かb現代巨大企業(独占資

本)の生産機構を解明する方法については，堀江英一|巨大企業の生産構造(1) 序説 」

『経済論叢』第106巷第6号. 1970年12月および坂本和一前掲書参照。
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メーカーであったからに他ならない。

そこで以上の諸課題の中で，本稿ではまずトヨタ白工の工場展開かb見てい

くこととしたし、。すなわち， I司社は60年代に元町、知多.上部，三好，堤と統

続と新プヲントを建設し.複数フーラントによる一貫生産機構を形成・拡充させ

た。その結果， 60年時点では年産17万台，銘柄数は某用車2， Iラック日にす

ぎなかったが， 70年時点では年産168万台， 銘柄数は乗用車10， 十ラック・パ

ス12(第1表参照〉を数えるにいたる多銘柄量産機構を確立させていったので

ある。以下，その過程を追うととにしよう。

II 60年代前半の工場展開

1.元町プラ Y トの建設

日〕 わが国初の乗用車専用プラ Y ト

乗用草の本格的量産をめざしてトヨタは59年にクラウ:/，コロナ生産専用の

元町プラ γ ト(車体工場，組立工場〕を建設した。それはわが国では初の乗用

車専用フラントであり，またトヨタにとっては，第2表にみられるように本社

(旧挙母〕プラント以外の最初のフラント建設であった。すなわち，本社プラ

ントは第2図から明らかなように，操業開始の1938年以来ほとんどその基本骨

格を変えてこなかった。主要工程である鋳造，鍛造.機械，塗装・車体・組立

の各工場(ショッブ〉ははとんどその位置・面積などを変化させていないので

あり， トヨタ白工場展周は，本社プヲント l勾における新L場の建設ではなく，

2J1jプラントの新設によってなされたのである。この意味で元町フヲントの新設

は. トヨタの工場展開における画期をなしたといえるのである。また，乗用車

専用のプレス古、ら組立までの一連の生産拠点として元町プラ γ トが建設さわした

ことにより，従来はトラッグも乗用車も本社〈旧挙母〉で生産されていたのが，

本社はトラック，元町は乗用車とL寸分業化がすすめられたのである。この結

果.量産化も進展L，乗用車生産は59年の 3万台から61年の 7万 4千台へと約

2，5倍の増産が実現されるとともに 60年時点では， グラウン 4万 4千台とコ
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ヌじ 第 1機械工場 。
li'; 2組力一仁場 ノマプ"リカ五日:¥L 

町工槽工場

前 2機械工場 パブリカエンジン

」い二世楠械コ喝 小物機械知
ト一一

f'fi 1鍛造工場

件二会111||:揖節蝦近"調準鍛 l't 工 場
多 情L崎 。

造工場 。⑮
首¥3鍛造工場 。
第 4機械立場 クブウンエンジン 仁〉

第 1持物工場 。
現R
第 3機械工場 カローラエンジン11lL 。
部 z槽柑工場 トフンスミッション 。

トヨタ由主要工場の建設年第 2表
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持 1j機械工場 トルコンギヤ O 

熱処理工腸 O 
l 出 5機械工品 マークHエンγン1l!J. 。
tr; 2鋪物工場 クランクシャフト 。
第 3f~ 11，エJ易 7Jレミ鈍物 。。tis 6機柑工場 ノfフ+リカエンジン

節 7楠械工品 コロナエンゲン他 。⑮ 
認!II

出第 10機機 械工場
トランy、ミ y-:ション 。

械工場 イ吋初哨械部品 O 
軍 4掛物工場 シリングーブロック O 
昂 1組、r工地 カロ ブ幸且一札 。

高
市体工場 カローブボア-1也 。 ⑮ ⑮ 

岡~第ε Z 机 JL工場 カローラ，スプリンター組立 。
仁;.i K D T_喝 CKD古Illit，材料包

第 1機械工場 プロベ7 シャフト 。
第 2槽械工場 小物船捜部品 。

女子
ffi 3機械工場 f口ペァシャフト 。
静物工場 アルミ鋳物 。
措械工喝 トフンスミッション 。

堤 車体工場 カリーナ，セリカポj-'- 。
塗装工場 O ⑥ 

組立工場 カリーナ，セリカ毒E立 。 富

島トヨタ白工社内資料より作成。

⑫は，拡張工事が行なわれたことを示している。
0
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第6号

ロナ 2万5千台の計6万9千台の大半が

元町で， また各種トラック11万1千台が

本社で生産されるとL、う多銘柄量産機構

第137巻

0966年)

が端初的に形成されはじめたのであっ

た問。この60年代初頭にお阿るトヨタの

生産機構の発展段階は，基軸としての本

社プラントに元町フラントが付加され，
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(606) 

元町プラント

66 

第2図

2
立

場

第

組

工

定することができる。

トヨタ初の単一銘柄専用組すCii) 

工場

元町第1組立工場がトヨタの新工場展

開の第1の画期をなすとするならば，第

2の画期をなすのは，

柄専用組立工場として位置づけられる元

トヨタ初の単一銘

車体工場

塗装工場

第 1組立工場

町第2組立工場の完成 (62年操業開始〉

である。これにより， トヨタの6日年代前

半の戦略車として開発されたパプリカの

生産は，第3図にみられるように車体工

組コロナと共用しつつ，場はグラウ γ、

三E日
国

第1l幾械土壇

立は第2組立工場で，エンジン生産は第

2機械工場でと各々の専用工場で行なわ

15) トヨタ自工社内資料による。以下，本稿で
の工場展開に関する叙述は同資料によってい
るの

トヨタ自工社内資料。出所)



トヨタ自主の土場展開 (607) 67 

れるようになったのである則。こうしてトヨタは 3銘柄の乗用車の量産機構を

整え， 65年にはグラウン8万台とコロナ6万6千台の計14万 6千台が元町第1

組立工場で，パプリカ 6万5千台が元町第2組立工場で，各種トラック14万2

千台が本社組立工場他でそれぞれ組立生産されるという分業体制をとっていた。

以上みたように， 59年に操業開始した元町プラ y トは， 66竿にはその基本骨

格をほぼ完成し，前掲第3図にみられるL場配置を有 L，鋳造と鍛造を除く基

本工程を包括した，本社プラントと相並ぶ生産拠点として雌立されたのであっ

マー

~。

2 知多鍛造専用プラントの建設

「月産5万台の年産体制を整えるためには，本社工場内の鍛造工場だけでは

生産能力の限界に到達することが明らかJ11)になり， 64年には，鍛造専用プラ

ントとしての知多プラントが建設された。当初は第 1鍛造工場および第1調質

工場の 2工場であった。この知多プラント新設の意義は月産5万台という量産

機構を整備するための鍛造品集中生産拠点の確立という点にあり，また，それ

は新プラ γ ト建設による鍛造工程の本社プラントからの最初の分立イじであった。

この分立化が各種鍛造品生産の分業体制の級密化とそれをつうじたコスト低下

を目的としていたことはいうまでもない。すなわち，本社の各鍛造工場と知多

の鍛造工場は，同ーの鍛造製品をともに生産するという単なる協業関係にある

のではなくヲ具なる鍛造製品を分担して生産する，分業にもとっく協業関係に

あった。そしてこのような分業化が進められることにより 1工場内で生産す

る鍛造品の種類数は限定され，各工場内部での製品別の専用機械ラインの形成

やコスト低下が進められる一つの基礎をあたえることになったのである。

16) 組立工場は専用化されたのに対1.-，車体工場が共有化されたのは，工程別最適量産規模からみ
て，プレス下梓(車体工場〉が月産 :~-R 万台，組立工程〈組立工場〕が同 5千 1万台三いう
量の差にもとづいて1.>Qo 
17) トヨタ白工『トヨタ白動車30年史JI1967年J 588ベ←ジ。
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3目上郷プラントの建設

知多プラントが鍛造工程の最初の分立化であったと同様に，上郷プラントの

新設は鋳造工程の最初の分立化であり，また機械加工組付工程の大規模な分立

化であった。製造品でみると，エンジ γ， ミッ巴ノョン類の鋳造から機械加i組

第4図上郷フラント (1966年〉

厄日
/ 

1 

出所ヲ トヨタ自工社内資料。

18) r現」とは. 1970年現在のこ左。

イ寸までの一貫した生産拠点であった。

当初はェ yジY月産2万 5千台規模

で 65年日月に操業を開始した。~~

で同プラソト内の主要工場の分業関

係をみておこう。

炉第51機械工場 (65年建設現山第

4機械工場〕 クラウン用の新開発

M型エンジン専用工場。

炉第10鋳物工場 (65年現第1鋳物

工場):当初は 7ノレミ鋳物全般とM

型， 3R型， 2R型ェ γ ジンのシリ γ

ダーブロックを生産。

惨第52機械工場 (66年現第3機械

工場) カローラのK型エンシγ専

用工場。 67年 5月からはセンヲュリ

ー用3V型も併産。

砂第61機械工場 (6日午現第2機械

工場〉・グラウン， 勺ロナ等のミッ

ショ γ専用工場。

ー第62機械工場 (66年現第1機械

一仁場):ミッショ γ のギヤ類および

カローラのトノレコンの加工組付工場。
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こうして上郷プラントは66年にが第4図の工場配置をもっプラントへと拡張

きれた。

さて，元町，知多の建設に続き，上郷へ鋳造工程が分立化したことにより.

本社プラントの鋳造1 鍛造，機械，組立他川という四つの主要工程のすべてが

各々の新プラントの各工場への分立化を完了したといえる。すなわち，組立他

工程は元町第1・第2組立工場他へ，鍛造工程は知多第1鍛造工場へ，鋳造工

程は上郷第10鋳物工場へ，機械加工組付工程は元町第1機械工場および上郷第

51機械工場他へという分立化を完了Lたのであるo

したがってこ与で， 1938年の挙母〈現本社〉プラント建設をト己タの工場展

開の第 1次展開(卓二プ与ι:とJ:{)二食4産主主南の形成〉とするならば. 乙
こで検討した元町から上郷にいたる60年代前半における工場展開はー地域的に

は分散しながらも，より大きな規模での第2次展開として把握することが可能

である。ただしこれらの第1次，第2次の両展開は，相互に独立Lてそれぞ

れが部品生産から完成車生産までをおこなう生産体系を土っておらず，キ目11:に

依存し，両者が一体とたって部品から完成草』こいたる一貫生産をおこなう有機

的統一体をなしていたのである叩。したがってこの意味で， 60年代なかばの時

点でトヨタは，複数プラ γ トによる一貫生産機構を確立させていたといえるの

であり，それは第3表に示される工場編成からなりたっていた。それゆえ，こ

のような体制の確立という点で，上郷の建設は60年代トヨタの工場展開の一つ

の歴史的段階を画するものといえるのである。

さて， 65年にトヨタは48万5千台の年産を記録した。挙母プラ γ トしかもた

なかった58年当時の8万2千台に比べると 5.9倍の量産拡大である。工場内部

での機械・装置の技術草新がこの量産拡大の基礎をなしているとしても，この

19) r組立他Jとは.プレス 溶接塗装組立0)4工程を含んだ工程用語として用いている。
20) この点は，鉄鋼業巨大企業の生産機構と対照をなしている。例えば，新日鉄の有する11プラン
ト白うちの8プラソトほ各々が，製銑製鋼主E延の工程を有L.，原料から完成鉄鋼製品までを
一貫して生産する能力を有する銑潤一貫製鉄所である(ただし85年現在操業休止。工程も生じて
いる〉。
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第3表 トヨタの工場展開

一宇1，598 788 165 
728 

O 
010 O 

出所〉 トヨタ自工(梓)1有価証券報告総監~ 1965年11月期およひトヨタ自工社内資料より
注) 1965年11月30日時点。#印は不明。

ような急激な拡大を実現しえた要因四重要な一つは，以上検討した複数プ 7:/

トによる一貫生区機構の形成という点にあったといえるのである。そしてこの

ように，元町から知多，上郷プラントにいたる工場展開をトヨタの多銘柄量産

機構の形成過程として重視する視角は， 59年の元町プラソトの建設(それは第

1組立工場と車体工場の 2工場にすぎなしウのみでトヨタ F下位企業との牛産

力格差を強調する見解に対して一定の修花をもとめるものとなる。たしかに，

09年の元町プラント建設は下位企業と生産力格差をつける第一歩であった。し

かし，同時期には下位企業もプリンスは村山プラント (61年着工・ 62年第一期

工事完成〕を，いすXは藤沢プラント (60年着工・ 62年第一期工事完成〉を新

設し，これらは設備面で比べると元町にやや劣るか，匹敵する程度 (63年末時

点での投下資本， トヨタ元町145億円，プリンス村山83億円，いす父藤沢148億

円〕であり，決定的格差はこの時点ではまだ生じていなかった。 トヨタの60年

代前半の積極的なプラント展開こそが下位企業との生産力格差を決定づけたと

いえるのである。

III 60年代後半の工場展開

l 高岡プラントの建設

66年秋にはバプリカに続く戦略的量産車であるカローラの発売が予定されて

いたが，コロナやバプリカの増産で元町第正および第2組立工場はともに生産

能力の限界をむかえつつあった。そとでカローラの生産拠点として高岡プラ Y
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(1965年)

l鶴橋|台ZJILLJ従あ員 主要製造品

i l引1jlijj 
各種トラッグ

乗用車(クラウン，コロナ，パプリカ〉

鍛造品

ヨ二ンジン， ミッショ Y他

作庇。

トが新設されることとなった。 65年12月に決定された建設計画の主要点は， (1) 

生産銘柄は新型大衆車(カロープ)とクラウン， (2)能力はと町あえず月産2直

1万 2千台，であった。豆年9月には第1組立工場と草体(ボデー・プレ月〉

工場が竣工し，同月ヲイ yオフした。しかしカロ ラ需要の急増で，同工場で

の生産を予定していたグラウンの投入を中止Lたものの，それでもすぐに能力

の限界をむかえ，そこでさらに第2組立工場が68年1月に建設された。第2組

立工場には，各々月産1万 5千台の能力の 2木の組立ライン (Aラインは68年

3月， Bライ γは69年3月にラインオフ〕が設置され，カローラの急増産とカ

ローラスプり γター (6s:年 3月発売〉の生産を担った。その後さらに増加する

需要に応じるため， 70年までに第1，第2A，第2Bの各ヲインとも高速化がは

かられ， トヨタでは最高のラインタクトタイムである 1ライ :/1分タクト (2

万数千台/月〉が導入され，高岡全体と Lては6万台/月 (72万台/年〉の量

産能力をもつにいたった'"。この70年時点での72万台という年産能力がいわゆ

るセカンド・スリーと呼ばれた各企業の同年度の生産実績(三菱47万台，東洋

工業45万台，本目指万台)を大きく上回る規模であった事実は注目に値する。

高岡の建設によって68年時点での銘柄引l分莱体制は，本社組立工場で各種ト

ラック，元町第 l組立ーじ場でクヲウン，元町第2組立ム場でコロナ，コロナマ

ーク 11，高岡第 1組立工場でカローラーパプロカ，高岡第2組立工場でカロー

ラプ、プリ γタ となった。なお，高岡の工場配置は第5図のとおりである。

21) この時期以降80午代にし、たるまで，最量産車のライシタグトは約45秒-1分でゐるG
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トヨタ自工社内資料。出所)

2.知多プラントの拡張

さらには 70年代初頭白年産200万台体制D確60年代後半の月藍10万台体itU，

立にむけた鍛造部門の拡充のため，知多で新工場建設が前掲第 2哀のごとく行

なわれた。

(l971年)知多プラント第 6図

トとゴタ自工札内資料。出所〉
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砂鍛造準備工場 (67年建設〕・鋼材の切断能力を増強するため建設。

砂第2鍛造工場 (68年):トヨタとしては初めての素材から完成品まで一貫し

て生産する鍛造工場。ユニパー+ノレ・ジョイントが主な製品。

惨第3鍛造工場 (71年):本社鍛造工場のλテアリングナッタル生産の過剰分

を収容。

この結果， 71年時点での知多は，第 6図に示される工場配置を有するように

なり，またこれら0)新工場の建設により鍛造部門は.本社第 1・第2・第3・第4

鍛造工場，知多第1・第2・第3鍛造工場と 7屋の鍛造工場を有することになり，

各工場は部品毎に専門化し，量産能力を高めた。

3.三好プラントの建設

f.7年主でに元町，知多，上郷，高岡と新プラント建設をすすめてきたがs 月

産10万台体制を最終酌に確立するためには，とくに足回り部品の機械加工部品

の生産がネックとなっていた。このため足回り部品および小物機械部品専用の

新生産拠点として三好プラ γ トが68年に建設され，同年3月に稼動を開始した。

当初は第1機械工場は全乗用車のプロベラシャフトおよびステアロングなどの

足回り部品の集中生底第2機械工場は全車種のピストンピンや特殊ポノレトな

どの小物部品の集中生産という分業がとられた。このような工場開分業の進展

をつうじて，各部品の集中生産によるコストダウ:/，専用化による技術上の高

速化・自動化がすすめられたことは前述したとおりである。

4 上郷プラ γ トの拡張

67年以降の上郷プラ γ トの拡張は， トヨタが本格的なフノレライン化のためり

多型式のエンジ Y生産士実現する上で画期的重要性を有していた。すなわちそ

れはーエンジγ型式別工場分業体制が上郷において形成された点である。以下，

主要工場の分業関係を検討しよう。

酔第5機械工場 (67年建設 当時第70機械工場〕 コロナマーク H用7R・8R型
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エンジン専用工t~告。

炉第2鋳物工場 (67年 当時第20鋳物工場):K型.7R型エンジンのクランク

シャフトを中心に生産。これらは従来元町第1鋳物工場で生産されてきたが，

カローラ増産のため移設された。この工場の特徴は，汎用性の高いラインの長

所を生かし，他工場の過負何対策として多種の鋳造品を生産することであったo

'第3鋳物工場 (68年):K型. 7R型.M型エンジンのアルミ部品を集中生虚

するアノレミ鋳物専用工場。

砂第 61機械工場 (68年):カロ ラ用K型およびパプリカ用2K型ェ γ ジンの専

用工場。

b第7機械工場。9年〉・コロナおよびコロナマーク E用自R・7R・8R型のエ

γジン生産ラインとカリーナおよびセリカ用T・2T型エンジン生産ラインを

有した。

砂第8機械工場 (69守一):新開発の 3段ミッジョン (N30) 他を生産した。こ

の結果ー上却には第1・第2・第8機械工場という 3屋のミッショ γ工場が存在

することになり，第2機械工場ではクラウンとコロナのミッショ:/.第1機械

第 4表エンシン型式~Ij工場分業体制(1970年〉

工 場 エンジン型式，排気量| 主要搭載銘柄

上…吋 3V型

3K型 1200 cc カローラ，只プDンター，パプリカ

第4機械 M型 2QQOcc I タラウ y

第5機械 7R型
8R型 1900 cc マーグ 11. コロナ

第百機械 2K型 1000 cc I パブりカ

第7機械 6R型 1700cc I マーク 11. コロナ

T型 1400 cc カリーナ， -t:!J:1J 

2T型 1600 cc カリーナ， ヒリカ

l師) fヨタ自工社内資料より作成。
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工場では第2機械工場で生産する

ミッションのギヤ類を生産し，第

8機械工場ではカローラとパプリ

カのミッションと新3段ミッ V ョ

ン CN30)とそれらのギヤ類を生

産するとし、う分業がなされたo

P第4鋳物工場 (70年)， K型，

7R型， 8R型， T型ェ yジンのシ

1) ，/!J"ープロッグ生産の専用工場

で同部品の専用工場と Lてはトヨ

タ初。

以上.67年以降の上郷における工

場展開を検討した。ここで60年代

後半の本格的プノレライン化に伴う

エンジγの多型式化に対応して，

上郷の各機械工場がどのような分

業体制をとっていたかを整理した

のが第4表である。一見してわか

るように， トヨタはフノレラインイtニ

実現のために上郷においてエンシ

出所〉トヨタ自工社内資料。 ン型式別工場分業体制]を形成させ

ていた。多銘柄量産機構の中でのエンジン生産拠点である上郷は， 70年時点に

国

日

正
E
E
山

は第7図の上うな完成姿態を現わしたのであった。

5 堤プヲプトの建設

トヨタの多銘柄量産機構を本格的に確立し， 200万台体制とフノレライン化を

達成するうえでの最後の新フロラ y ト展開は堤フaラントの建設であった。同プラ
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(1970年〉

ボ一
7
l
工
場

プ
レ
ス
工
場

堤プラント第8図

欄械工場

トヨタ同工社内資料。出所)

γ トは基本計画が68年夏に決定されて以降， 500億円を投じて70年9月に完成

プレλ ・ボデー，機械. アノレミした。第 8図にみられるように，組立・塗装，

鋳物の各工場から構成されていたo

~7ノレミ鋳物工場 (70年建設，) :アルミダイカストの専用工場であり， アルミ

重力鋳造と低圧鋳造に専用化された土郷第3鋳物工場とアノレミ部品の分業体制

をとったロ

上郷の各機械工場と並ぶミッ γ砂機械工場 (70年):各種ミッショ Y を生産。

ョン拠点。

高岡の車体工場と並ぶプνλ険車体〔プレス・ポデ 〕工場 (70年〉・元町，

セリカ〉のポデ を生産したが，拠点。主要には堤で生産する銘柄〈カリーナー

高岡で生産している他の銘柄のボデーの過負荷分をも吸収できる汎用性

占リカの専用組立工場。

を備えていた。

惨組立〔塗装・組立〕工場 (70年):カリーナ，

元町，
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このカリーナ，セリカの発売により， トヨタは前掲第1表に示した，低価格

の大衆車から高級車にレたる10銘柄の乗用車をそろえ唱徹密なフノレライン化を

達成したのである。この実現のために，この堤(カリーナ， セリカ)， および

これまでに述べた元町(クラウン， コロナ， コロナマーク耳)， 高岡(カロー

ラ，カローラスプリンター〉という P 組立工場を有ずる複数のプラ γ ト展開が

不可欠であったことはくり返すまでもないであろう。

つぎに 堤プラント建設の意義をトヨタの工場展開・工程分立化の側面から

検討すると，堤ブラソトは60年代後半の工場展開・工程分立化の新たな画期を

なしたものとして把握することが可能であるのすなわち， 60年代後半，高岡(組

立他〕の新設，知多(鍛造〉の拡張，三好(機械)の新設，上郷(鋳造，機械〕

の拡張とプラントの新設・拡張が行なわれたが，これらに続いて堤〔鋳造，機

械，組立〉が新設されたことによって，すべての主要ヱ程の新たな再分立化・再

再分立化が完了したと把握しうるのである。すなわち，組立工程は高岡第1・第

2組立工場および堤組立工場へ，鍛造工程は知多第2・第3鍛造工場へ，鋳造工

程は上郷第2・第3・第4鋳物工場およひ、堤鋳物工場へ，機械加工組付工程は上

郷第5・第6・第7・第8・第10機械工場および三好第1・第2・第3機械工場，堤

機械工場へと主要工程が分立化していったのである。このような工程分立化の

側面からトヨタの工場展開の時期区分を行なうと，前述のように， 193日年の挙

母フラ γ ト建設を第1次展開〈単一プラントによる一貫生産機構の形成)， 59 

年の元町プヲ γ ト建設に始まる60年代前半の工場展開を第2次展開(複数プフ

ントによる一貫生産機樗の確立〉と把握でき，本節で検討した高岡から堤プラ

ントにし、たる60年代後半の工場展開は第3次展開と把握しうる。ただし，先に

も述べたが， これらの 3次にわたる工場展開はそれぞれが独立した生産体系を

なすものではなく，相主に密接にからみ合いp 一体となって部品から完成車に

いたる一貫生産を行なう有機的統一体脅なしていたのである。したがって，こ

の意味で第3次展開は，複数プラントによる一貫生産機構の複合累積過程であ

ったといえるのであり，第3次展開が完了した7C年時点での，工場展開・工程
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自舌小IV 

トヨタの多銘柄量産機構の基以上検討した 3次にわたる工場展開によって，

複数プラントによ第5表に示される，軸的部分は十全に確立された。それは，

貫生産機構の複合累積によって成り立っていた。 〈また日産も lヨタと同ア
~ 

貫生産機構の複合複数プラントによる様に， 60年代には第日表に示される，

年産200累積段階に到達していた。〉そしてこの体制り確立によってトヨタは，

万台畳産機構とフノレライン化をともに実現させたのである。

トヨタは71年に年

VWにつぐ世界第4位

すなわち，第1に，年産2日0:万台量産機構の確立である。

産200万台を記録し，年産台数では， プ万一ド，

の企業となった。また， 70年時点ではわが国の上位2企業の年産台数は 150万

台前後〔トヨタ168万台， 日産142万台〉を記録したのに対L，下位企業は50万

GM， 

第 3位の三菱の年産台数 (47万台〉は， トヨタの高岡プラント

のみの年産能力 (72万台〕より小さく， カローラのみの年産台数 (46万台〉に

匹敵するとしヴ格差が生じていたのである。この年産台数上の量的格差は.

位・下位企業問の生産機構上の質的段階的格差の反映であったことはいうまで

もない。すなわち， 70竿時点ではトヨタは複数プラン Jによる一貫生産機構の

複合累積段階に到達していたのに対L，下位企業は単一プラントによる一貫生

産機構あるいは複数プラントによる一貫生産機構の原基形態(トヨタでは，

上

台以下であり，

挙

母プラントに加えて新たに元町プラントが建設された段階〕にとどまっており，

両者の聞にほ明確な質的段階的格差が生じていたのである'"。

第2には，乗用寧10銘柄というフルライン化を実現する多銘柄生産機構の確

堤の乗用車専用プヲントの建設〈および次稿

22) 下位企業。生産機構D具体酌骨折は紙幅の都合上本稿では行なえなかった。続稿の課題であ
る。

高岡，立である。それは，元町，



(1970年〉

77ント 鍛造鋳造
陣出融専 ~J霊i皇国 投計下(億資円本~I 土地(m面')積

建一問一一積一I台数機(台械)1金装額〈億置円>1宅美子 主要製造品

本社 010  0101010 392 1 3，258，000 698，0001 13，579 1 150 1 16，975 各種トラック

元町 010  0101010 31呂 1，243，000 581，0001 10，469 1 152 1 7，478 
乗用車〈クラウソ，コロ
ナ， ~-?II) 

知多 O a (151) 165，000 28，000 キ (86) (2，813) 鍛造品

上郷 O O O 538 861，000 4日50，000 8，932 402 4，396 エンジン， ミッション他

高岡 010 。10 313 1，355，000 472，000 4，341 153 5，753 乗用草ー(〉カローラ，スプ
りンタ

三好 O O 123 292，000 104，000 2，632 87 1，445 小フ物機械，ステアリ γグ，ロベラ、ンャ 7ト他

堤 010 OjO 010 O 4日4 1，口31，000 433，000 278 3，648 乗用車(カり←ナ，セリカ〉

トヨタ白工場展開第5衰

γ

凶

W
E
H
ヨ
H師
岡
亜

トヨタ自工(株)~有価証券報告書総覧Jl 1970年11月j肌愛知製鋼(株)~有価証悲報告書総覧j 1970年12月期およびトヨタ自
工社内資料より作成。
1970年11月四日時点。ただし，知多プラントの括弧内の数字はj 愛知製S岡知多プラントのもので， 1970年12月31日時d点。
*印は不明L

出所〉

(
白
ド
由

)
J
E

(1971年j

プラント|普始筆陣|霊相割引話端部 主 要 製 造 品

横浜 1935年 010 O O 279 530，000 8，570 部分品

吉原 43 010 O O 199 535，000 3，954 部分品

追浜 61 010 010 173 1，003，000 6，523 プレジデント，セドリック，プルバード

座間 64 010 010 238 772，000 7，098 
サユー，チ z リー，ダットサγ トラック，
ニ yサントラック

村山 66 O O 010 010 195 539，000 6，605 
スカイライン， シノレピア， ローレノレ， クリア
バー，ホーマー

栃木 71 010 O 010 010 276 2，891，000 4，913 セドリック，グロリア

H庄の上場展開第6表

注〉

日産自動岬(株)w有価証券報告書総覧j71年9月期， 日産自動車細『日産自動車史Jl1975年， より作成。
1971年9月30日時点。自動車製造以併の事業所〔萩窪，三1fJ，川越〉および本社は除外Lている。吉原は， 1943年当初は航空
機品ンジン白製造所であり，自動車部品製造を開始したのは1944年であh

出所〕
往〉
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で検討する委託生産による補完〉によって実現されたのである 23)0 70年時点で

の各企業の乗用車銘柄数はトヨタが10，日産が9であったのに対L，下位企

業は 4以下であった。このフルライ Y化(製品差別化〉における格差が企業間

競争上て決定的に大きな恵義を有していたことは従来の研究で指摘されてきた

とおりであり，ここではくりかえさなレ。本稿が着目 Lたのは，このフルライ

γ化における格差を生じせLめていた生産機構上の質的段階的格差はL、かなる

ものであったのか，という点にあり，それは先に述べた上位・下位企業聞の工

場展開上の格差であった。

以上の分析は，本稿の序で問題とした第1の点，すなわち，当該期の企業開

競争を底流において規定した，上位・下位企業の生産機構上の格差に関する

〔構造的分析〉の一端をなすものであり， 日本自動車工業における，生産機構

の側面からみた「移動障壁」の具体的存在形態の一端を明らかにしたものであ

る。

ではつぎに， 200万台という量産とフノレライン化を実現した， 複数プラント

による一貫生産機構の複合累積段階へといたる歴史過程をここで再度整理して

みよう。さらには，アメリカ自動車工業史に関する塩見治人氏の研究に依拠し

ながら， トヨタとフォードの工場展開過程の史的比較を ζころみてみよう。こ

れらの視角からの整理をこころみたのが第7表である。まず， トヨタの工場展

開を主要工程の分立化の側面から整理すると， 1938年の挙母プラント建設は，

その第 l次展開と規定できる。すなわち，前掲第2表に示したように，鋳造，

鍛造，機械，組立他という主要工程〈各γ ョップ〕が挙母に集中して建設され，

部品から完成車まてを一貫生産する，単一プラントによる一貫生産機構が確立

されたのである。アメリカと比較するとこの段陪は，フォ ドでは1910年に操

業を開始したハイランド・パーク・プラントの確立過程に照応しており，塩見

23) 日本でD多銘柄量産機構は委託生産申実態分析がなされて，はじめてその士体像は明らかとな
る。またフルライン生産成立史上における日本とアメりカでの生産機構上白相達というテーマも
興味深い点であり，品:稿で論じたい。
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第7衰工場展開からみたトヨタとフォードの比較

u 

挙吋プラント 元町一 k 郷 ts附 提
トヨタの

1938午 1958年 1955!1 一 目前年 1966flミ 197口年
工場展開

IG8")J台|11二Oi:Jrk大自)J台(1958) 年記1日万台一 05万台 年j庄G5IJf'l

トー
$ 1次回 l)fJ m 2次展開 出 3次J正IlIJ

複数のる鼠プ貫法ラ形生J態産ト械に1>歓プラ J トに
本前での 複数プラントによ石li!--ブラシトによる
段階区公 よ よる 11生産機 一貫生産機構の舘合

"-.)1生産機開
中l'fr 摘の確立 JI<楠過祝

ト一一一

ハイランドパクプラント ハイランドノH クプラント 現地組-，1_ハイランドノ日プラント]現地組立
フヰードの プラント リパー Jレジュプラ/ト プラント

1910~1ごー 1913'1'
]913年一 1918;1'- 1919年 1923年J)jJJii!11日

年庄 3JJff一 17))台
ゴrilR207J白 53万台 年産100万台一 212万台

111地I域集中型 121地域拡散型 131地域集巾型工場結合体

i!KJ.I.)'古人氏 工品i粘什体内形成 工場主li{刊本の形成 (打よび地域拡散型工

Lよる段附[正卦 | 制桔仲)の問累開

出所〉 塩見治人『現代大量生産体制論Jl1978年，および本稿で町分析より作成b

氏はこの段階を地域集中型工場結合体の確立過程と規定Lてい石。

それにつつく， 59年の元町〔第1組立工場他〉から例年の知多， 65年の上郷

(第10鋳物工場〉の建設までの60年代前半のトヨタの工場展開は，第2次展開

と規定できる。すなわち， ζの時期には本社(1日挙母〉プラント以外にすべて

白主要二L程が分立化し，それゆえこの第2次展開の完了によって複数プラント

による一貫生産機構が確立されたのであった(なおの第2次展開山初期，

すなわち本社以外の初めてのプラ y)である元町が建設された時期の牛産機構

は，複数プラントによる一貫生産機構の原基形態と呼ぶ〉。 フォ ドではこの

段階は，ハイラ y ド・パーグ・プラ Y ト(地域集中型工場結合体〉に全米各地

に展開した現地組立フラント(分肢プヲ Y ト〉が付加し，これらが一体となっ

て地域拡散型工場結合体が確立する段階に照応している。

60年代後半の， 66竿高岡(第1組立工場他〕から三好の建設，上郷および知

多の拡張，そして堤の建設にいたるトヨタの工場展開ほ.第3次展開と規定で
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きる。この第3次展開は，すべての主要工程の新たな再分立化・再々分立化が

進展する時期であり，複数プラントによる一貫生産機構の複合累積化が進行す

る過程である。フォードでこの過程に照応するのは，ハイラ γ ド・パーク・プ

ラY トに加えて，原料・部品から車体組立にいたる一貫生産を担ったリバー・

ノレージュ・プラントが1919年に操業を開始l-.これらの 2フラ Y トを中軸とし

て，地域集中型工場結合体〈および地域拡散型工場結合体〉の複数累積化が進

行した過程である。

以上，フ rードと比較しながら， トヨタの60年代の工場展開の史的分析をこ

ころみた。この分析により，序で問題とした第2の点，つまり60年代の r.{1'r.企

業の乞産機構上の画期的変化に関する〔歴史的分析1の一部分は果たされたと

いえよう。すなわち， トヨタは.58年以前は単一プラントによる一貫生産機構

を有するにすぎなかったが.60年代をつうじてプラ γ ト建設をすすめ，複数フ。

ラソトによる一貫生産機構を確立させ，さらにはそれを複合累積化させていっ

たのである刷。この点に60年代における上位企業の生産機構の画期的変化を析

出することが可能である。と同時に，生産機構のこの発展の中に. 6日年代後半

期に確立された寡占体制の生産機構上の基礎をみてとることができるのである。

(1985年5月稿〉

24) 設備投下資本額(簿価〕でみると.60年.224億円から70年2.226億円へと拡大している。


